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 Ⅰ まえがき  
 

 本報告書は、北陸地方整備局の所掌事務について、｢地方整備局監査規則｣（平成１３年

国土交通省訓令第７９号。以下「規則」という。） 第２条に規定する事務の合理的運営、

官紀の保持及び不正行為の防止に資することを目的として、規則第６条の規定に基づき令

和７年度に行った一般監査の結果を取りまとめたものである。 

 本年度の監査は、「令和７年度一般監査実施計画書」に基づき、管内１０事務所におい

て実施した。 

 本報告書については、監査実施事務所における業務運営上の工夫した取組についても記

述しており、監査実施事務所だけでなく、他の事務所においても、より一層の事務の適正

かつ合理的運営を図るための参考として活用していただきたい。 
 

 Ⅱ 監査の実施項目  
 

 監査項目は、北陸地方整備局監査実施要領に基づき作成した「令和７年度一般監査実施

計画書」に定めた監査項目とし、以下に掲げる項目について監査を実施した。 
 

 （１）重点監査項目 

   １）コンプライアンスの推進に関する取組 

    ① コンプライアンスの取組及び入札契約における不祥事の再発防止策の取組 

    ② コンプライアンスの推進に関する事務所長等へのヒアリング 

      ・良好なコミュニケーションを通しての風通しの良い職場環境の形成に向け

た取組状況 等 

   ２）女性職員活躍・働き方改革の推進等に向けた取組 

    ① 超過勤務の縮減のための取組 

    ② 休暇取得の促進のための取組 

    ③ 業務プロセスの改善と働く場所と時間の柔軟化に向けた取組 

    ④ デジタル技術などを活用した業務の効率化等に関する取組 

⑤ 執務空間の改善に関する取組 

⑥ 働き方改革の推進や人材育成に関する事務所長等へのヒアリング 

・組織運営の要となる幹部・管理職員による適切なマネジメントに関する取組

状況 等 

（２）基本監査項目 

   １）行政情報の適正な管理 

    ① 行政文書の管理 

    ② 個人情報の保護 

    ③ 情報セキュリティ対策 

   ２）健康・安全管理 

    ① 健康管理 

    ② 安全管理 

   ３）防災・危機管理 
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    ① 災害時の連絡体制及び要員参集 

    ② 災害対策用設備・機器・資機材等の整備及び点検 

    ③ 機械設備の整備及び点検 

④ 食料等の備蓄及び管理 

⑤ 近年発生した大規模災害対応（令和６年能登半島地震等）を踏まえた取組 

   ４）用地取得・補償 

    ① 用地取得事務の不正防止対策 

    ② 適正な補償金算定 

    ③ 用地取得業務における個人番号関係事務の実施に関する取扱い 

   ５）入札・契約 

    ① 入札談合防止対策 

    ② 発注者綱紀保持 

    ③ 情報の公表 

   ６）積算・監督等 

    ① 積算・監督等（工事関係、業務関係）に係る事務処理 

    ② 電子成果品の取扱い 

   ７）工事及び業務の品質確保及び適正な施工 

    ① 品質確保のための監督体制等 

・工事における品質確保の促進と工事の適正な施工を図るため監督体制強化

の実施状況及び工事書類の作成 

    ② 公共工事の品質確保の促進に関する法律（品確法）に係る取組 

・予定価格の適正な設定、ダンピング受注の防止等、適切な設計変更（工事円

滑化推進会議等の活用等）等、改正品確法に係る取組 

③ 工事書類スリム化等に関する取組 

・発注工事における受注者と発注者の適切な役割分担、受注者と発注者のコミ

ュニケーションによる円滑な施工 等 
 

 Ⅲ 監査実施事務所  
 

監査実施事務所 実 施 日 監査官 

阿賀野川河川事務所 令和７年１１月１７日 ８名 

湯沢砂防事務所 令和７年１２月１６日 ７名 

黒部河川事務所 令和７年１２月１１日 ８名 

能登復興事務所 令和７年１２月 ９日 ７名 

松本砂防事務所 令和７年１２月 ２日 ７名 

神通川水系砂防事務所 令和７年１２月 ３日 ７名 

北陸技術事務所 令和７年１１月１８日 ６名 

金沢営繕事務所 令和７年１２月２２日 ６名 

金沢港湾・空港整備事務所 令和７年１２月 ９日 ３名 

新潟港湾空港技術事務所 令和７年１１月２７日 ３名 
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 Ⅳ 監査結果の総評  

 

 令和７年度に実施した一般監査については、監査を実施した全ての事務所において、概

ね適正な事務処理がなされており、規則第１３条で規定する「事態が重大でかつ急を要す

ると認められる事項」は認められなかった。 

 なお、規則第１２条で規定する「軽易な事項」については、監査の中で担当職員に改善

を求めるとともに、必要と認められるものは事務所長へ監査結果として通知している。 

 

 

 Ⅴ 監査結果  

 

（１）重点監査項目 

 

１）コンプライアンスの推進に関する取組 

北陸地方整備局の使命を果たしていくためには、我々の事業に対する地域及び 

国民からの理解は必要不可欠であり、組織全体に対する社会的信頼が失墜するよ 

うなことがあってはならない。そのためには職員一人一人がコンプライアンスの 

意識を持ち続けることはもとより、その啓発活動等を継続して取り組んでいくこ

とが重要である。 

北陸地方整備局は、平成２４年に発覚した高知県内における入札談合事案にか

かる再発防止対策の一つとして、コンプライアンスの推進及びそのための内部統

制の強化を図るため、「北陸地方整備局コンプライアンス推進本部（以下「推進

本部」という。）」を設置した。 

推進本部では、年度ごとに「北陸地方整備局コンプライアンス推進計画」を策

定し、コンプライアンスに関する取組を推進している。  

 以上から、推進本部が策定した「令和７年度北陸地方整備局コンプライアンス

推進計画」（以下「今年度推進計画」という。）に基づく取組状況について、監

査を実施した。 

① コンプライアンスの取組及び入札契約における不祥事の再発防止策の取組 

ⅰ コンプライアンス推進体制 

コンプライアンス指導員として位置づけられた副所長（事務）（副所長（事

務）の置かれていない事務所にあっては総務課長。以下同じ）及び副所長（技

術）は、コンプライアンス推進責任者である事務所長の指示を受け、事務所に

おけるコンプライアンス推進の取組を実施することとされており、その取組状

況について監査した。 

副所長（事務）は、コンプライアンス推進責任者の指示を受け、事務所内に

おける取組の実施計画全般の企画立案を担っていた。 

また、副所長（技術）は、発注担当職員が出席する所内会議や打合せ等の機

会を捉えて、機密情報の取扱や応接ルール等について、注意喚起や指導を行っ

ていた。 
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ⅱ 職員のコンプライアンス意識向上の取組 

ｱ) 幹部職員の人事評価における目標設定 

事務所長及び副所長は、「自らがコンプライアンスの意識を持ち続けるこ

と及び所属職員に対してコンプライアンスを徹底するよう指導すること」を

人事評価（業績評価）の目標として掲げていた。 

ｲ) コンプライアンスに関する講義・講座・講習会の実施 

コンプライアンス意識啓発のため、職員はコンプライアンスに関する講義

等又は北陸地方整備局及び国土交通大学校で実施される研修におけるコン

プライアンスに関する講義のいずれかを受講することにより、受講率１００

％を目指すこととなっている。 

監査を実施した全ての事務所において、職員のコンプライアンスに関する

講義等の受講状況を把握し、出前講座や外部講師による講習会開催の職員へ

の周知、未受講者に受講の呼びかけを行うなど、受講率１００％を目指した

取組が行われていた。 

また、複数の出前講座を Microsoft Teams 等で配信したことにより、受講

機会の確保につながっていた。 

職員がコンプライアンスの意識を持ち続けられるように、定期的にコンプ

ライアンスに関する出題・解答をメールで配信している事務所があった。 

なお、監査時に受講率が１００％に達していなかった事務所は、コンプラ

イアンス推進責任者によるコンプライアンスに関する講座等の実施により、

受講率１００％を達成している。 

ｳ) コンプライアンス・ミーティングの実施 

コンプライアンス・ミーティングは、コンプライアンスに関する意識の向

上を図るため、原則、所属ごとに年２回以上実施することとされている。 

監査を実施した全ての事務所において、コンプライアンス・ミーティング

が実施されており、効果的なミーティングとなるように他の所属との合同実

施（フロア単位や近隣出張所間等）やコンプライアンス推進責任者等が同席

して実施するなど、事務所の実情に応じて工夫して実施していた。 

また、コンプライアンスにより関心を持ち、深く理解してもらうため、出

席者全員からの意見を求めている事務所があった。 

ｴ) コンプライアンスに関する理解度調査の実施 

監査を実施した全ての事務所において、本局で作成したセルフチェックシ

ートを使用した発注者綱紀保持及び国家公務員倫理に関する理解度調査を

実施していた。 

Microsoft Forms の活用が今年度から開始され、職員本人が回答を送信後、

直ちに自動で解答・解説が届くため、記憶が新しいうちに誤りを確認するこ

とができている。 

また、職員がコンプライアンスに対する理解を深められるよう、理解度調

査の結果や正解率の低い問題を個別に解説や指導を行っている事務所があ

った。 
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ｵ) 自習研修の受講促進 

監査を実施した全ての事務所において、国家公務員倫理月間の取組として 

国家公務員倫理審査会が作成した公務員倫理に関する自習教材を使用して

自習研修を受講するよう指導することとしていた。 

ｶ) コンプライアンス意識の保持 

職員は、発注者綱紀保持と国家公務員倫理についての概要が記載されたコ

ンプライアンス携帯カードを常時携帯することとなっている。 

当該カードの携帯状況については、監査を実施した全ての事務所におい

て、 コンプライアンス・ミーティングの実施に併せて点検が行われていた。 

なお、事務所独自の「コンプライアンス携行カード」を作成し、全職員に

配付することにより、求められる行動について確認を促す取組を実施してい

る事務所があった。 

ⅲ 事業者等との応接ルールの徹底等 

ｱ) 事業者等に対する応接ルール等の周知 

本局が北陸地方整備局における発注者綱紀保持及び応接ルールについて、

建設業協会等業界団体に説明して、理解と協力を求めているところである

が、建設労働災害防止大会等に出席した事業者に対し、事業者向けチラシ等

を配付し、職員との応接方法、利害関係者としての倫理の保持、不当な働き

かけなどについて、周知して協力依頼を行っていた事務所があった。 

ｲ) 不当な働きかけを受けにくい職場環境の整備促進 

監査を実施した全ての事務所において、庁舎玄関や執務室入口に執務室へ

の自由な立ち入りが制限されている旨を掲示していた。また、庁舎玄関に内

線電話機を設置して、事業者等が担当者に連絡してから執務室に向かうよう

案内を行っている事務所があった。 

執務室は、受付カウンターや低層書庫等で仕切りを行い事業者等の執務室

への自由な立ち入りを制限する措置を講じ、設置可能な部署ではオープンス

ペースに打合せ場所を整備していた。また、執務室に入室した際に、パソコ

ン画面が確認されるおそれがある机の配置等を変更、モニターに覗き見防止

フィルターの設置を実施した事務所があった。 

副所長室については、相部屋化や可視化が継続実施されていた。 

ⅳ 入札・契約手続きにおける情報管理の徹底 

ｱ) 情報漏洩の防止を図るための取組 

監査を実施した全ての事務所において、予定価格の漏洩を防止するため、

工事の予定価格を入札書提出期限後に作成する取組を適正に実施していた。 

また、一部の事務所では、業務、役務、物品の発注についても同様の取組

を実施していた。 

競争参加者名の漏洩を防止するため、工事の競争参加資格確認申請書等に

記載された企業名のマスキングについては、担当者が適正に実施していた。 

また、工事発注における積算業務と技術審査・評価業務は、異なる部署で

実施し、分離体制を確保していた。 



 - 6 - 

ｲ) 各種委員会における情報管理 

監査を実施した全ての事務所において、入札・契約手続運営委員会等で使

用した資料は、入札・契約手続運営委員会等の終了後、紙資料で開催してい

る事務所は事務局が直ちに回収したうえで裁断処分し、ペーパーレスで開催

している事務所は速やかに電子データの削除を行っていた。 

ｳ) 機密情報の管理 

監査を実施した全ての事務所において、予定価格、総合評価の評価点及び

入札参加予定者名等の機密情報を含む書類や電子データは、施錠できる箇所

での書類保管、アクセス制限されたフォルダでのデータ保存やパスワード設

定により、適正に管理していた。 

ｴ) 工事の発注担当職員のコンプライアンス意識をより高めるための取組 

コンプライアンス推進責任者やコンプライアンス指導員は、常日頃から発

注担当職員へ情報管理の徹底を指導するとともに、発注担当職員が出席する

所内会議や打合せ等の機会を捉えて、過去の不正事案を踏まえた機密情報管

理の厳格化や業務を遂行するにあたり、特に留意しておくべき事柄等につい

て注意喚起や指導を行っていた。 

ⅴ 相談しやすい組織づくり 

風通しの良い職場環境は、発注者綱紀保持規程に規定する「不当な働きかけ」

を受けた場合や情報漏洩等を確認した場合などの報告制度を十分に機能させ

るうえで重要である。監査を実施した全ての事務所において、コンプライアン

スの推進に限らず、日常の業務執行において、職場内のコミュニケーションを

向上させるため、事務所幹部が対面で会話する機会を怠らないよう留意し、日

頃から積極的に各執務室に出向きながら職員に声かけを行うなど、相談しやす

い職場環境の創出に努めていた。また、事務所長・副所長が所内職員へ連絡す

る際は、なるべく内線電話をかけずに積極的に対面で打合せを行うことに取り

組んでいた事務所があった。 

現地視察や所内勉強会及び時間外レクリエーション等を企画・運営して、所

属や職種にとらわれない「ななめの関係」を構築する工夫をしている事務所が

あった。 

② コンプライアンスの推進に関する事務所長等へのヒアリング 

・良好なコミュニケーションを通しての風通しの良い職場環境の形成に向けた取

組状況 等 

監査を実施した事務所において、事務所長等に対しコンプライアンスの取組

に対する考え方、課題等についてヒアリング等を実施した。 

【所見】 

各事務所においては、コンプライアンス推進計画に基づく取組や入札契約関係

不祥事の再発防止策の取組が継続して行われ、推進計画に掲げられた各種取組に

職員が積極的に参加しており、コンプライアンスに対する意識は浸透してきてい

るものと思われる。 

また、相談しやすい職場環境や風通しの良い職場環境は、不当な働きかけを受
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けた場合や情報漏洩等の法令違反を確認した場合の報告制度を十分に機能させ

るうえで重要であり、様々な機会や方法によりコミュニケーションをとるよう努

めていた。 

監査を実施した全ての事務所において、職場内のコミュニケーションを向上さ

せるため、事務所幹部が対面で会話する機会を怠らないよう留意し、日頃から積

極的に各執務室に出向きながら職員に声かけを行うなど、相談しやすい職場環境

の創出に努めていた。 

他機関や自治体では官製談合や情報漏洩等の不祥事事案が未だ発生しており、

職員がそのような不祥事に巻き込まれることがないよう、職員が国家公務員倫理

法、発注者綱紀保持規程等の関係法令等を正しく理解し、遵守することが必要で

ある。 

また、現在の各種講座などの取組を風化させないように続けていくことが重要

であるが、マンネリ化防止として様々な分野・視点による外部講師講習会の機会

を求める意見も出ているところであり、恒常化している啓発活動・取組であって

も、個別の事案をあげてその経緯やそのときの職場環境、職員の心理状態、職場

・家庭に与えた影響等の顛末をしっかり伝え、自分がその立場に置かれた場合は

どのように行動すべきなのか、コンプライアンスに対する意識を常に持ち続けら

れるよう取組を工夫・継続していくことが重要である。 

このため、北陸地方整備局コンプライアンス推進本部等で共有されている事務

所独自の取組や工夫などの取組事例を参考に、事務所の状況等も考慮し取り入れ

られるものは取り入れていくことで、より効果的な取組としていくことが重要で

ある。 

 

２）女性職員活躍・働き方改革の推進等に向けた取組 

少子高齢化等に伴い社会構造が大きく変化する中で、国家公務員においても女

性職員や共働きの職員が増加し、仕事や生活の在り方に関する職員の意識の変化 

も指摘されており、性別や年代、時間の制約等の有無にかかわらず、あらゆる職

員が活躍できる職場環境の整備が急務となっている。 

国土交通省では、「国家公務員の女性活躍とワークライフバランス推進のため

の取組指針」（平成２６年１０月１７日、令和３年１月２９日一部改正）を踏ま 

え、省を挙げた取組を強力かつ継続的に推進するため、「女性職員活躍とワーク

ライフバランスの推進のための国土交通省取組計画」（平成２７年１月２９日、 

令和６年３月２９日一部改正）(以下「省取組計画」という。) を策定し、更には

令和７年７月１日に「国土交通省組織変革推進室」が設置され、それに併せて「国

土交通省ＣＸ（組織変革）ver1.0（以下「国土交通省ＣＸ」という。)」が同日付

で共有されており、これらに基づいた総合的かつ計画的な取組を進めている。 

北陸地方整備局においても省取組計画や国土交通省ＣＸを踏まえた各種取組

を行っているところであり、事務所における超過勤務の縮減のための取組、休暇

取得の促進のための取組、業務プロセスの改善と働く場所と時間の柔軟化に向け

た取組、デジタル技術などを活用した業務の効率化等に関する取組、執務空間の
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改善に関する取組について監査を実施した。 

① 超過勤務の縮減のための取組 

定時退庁の徹底を図るため、幹部会等を通じて定時退庁日や残業ゼロの日の実

施日を事前に周知し、当日には庁内放送やチャット又は一斉メール送信、幹部職

員の巡回による定時退庁の呼びかけを行うとともに、残業ゼロの日において目安

となる消灯時間を設定するなど、職員の意識啓発の取組が行われていた。 

所属長に対して日々の超過勤務予定と実績の確認を徹底するよう指導が行わ

れ、部下職員の勤務状況を認識したうえで、特定の職員に業務が偏ることがない

よう平準化を図っていた。 

超過勤務時間の上限（月４５時間）を超える可能性がある職員がいる場合に所

属長へ超勤理由や先送りできる業務の可否などについてヒアリングを実施する

などの業務マネジメントを行っている事務所や長時間に及ぶ超過勤務が継続し

ている職員がいる場合には、業務スケジュールを確認したうえで、業務配分の見

直しを行っている事務所があった。 

現場における施工業者との打合せ内容や回数の見直しに加え、Ｗｅｂを活用す

るなどの効率化を図ることで超過勤務時間の縮減に向けた取組を行っている事

務所があった。 

② 休暇取得の促進のための取組 

幹部会等を通じて、省取組計画において職員一人あたりの年次休暇の取得日数

の目標を年１５日としていることや人事院通知において年５日以上の年次休暇

の確実な使用が規定されていることを説明するとともに、所属長自らが率先して

積極的な休暇取得に努めていた。 

多くの事務所で、幹部会等において各所属職員の年次休暇の取得状況を共有

し、省取組目標（年間１５日）の達成状況を確認するとともに、幹部職員から所

属長に対して休暇取得の少ない者（５日未満）に取得を促すよう指導するなどの

マネジメントを行っていた。  

幹部会等でイントラ掲載のチラシを用いて、所属職員が月１日以上の「ポジテ

ィブ・オフ」を取得すること、夏季休暇や年末年始等の休日と年次休暇を組み合

わせて１週間以上の連続休暇を取得するよう促している事務所やテレワーク、フ

レックスタイム制を活用した休暇取得を推奨している事務所があった。 

③ 業務プロセスの改善と働く場所と時間の柔軟化に向けた取組 

ⅰ 業務プロセスの改善に向けた取組 

所内事業調整会議等で業務分担や事業の進捗状況、懸案事項等を共有し、重

要度や優先度、対応方針を明確化することにより業務の効率化を図り、特に重

要度や優先度の高い事業については、定期的にプロジェクトマネジメント会議

等を開催し、幹部職員がその場で明確な方針を示すことにより、不要な業務や

手戻りが発生しないように努めていた。 

事務所長が主導して、各所属長に対してヒアリングを行い、不要業務の廃止

や統合、再配分を実施している事務所があった。 

ⅱ 働く場所と時間の柔軟化に向けた取組 
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テレワークについては、主に育児や介護により時間的制約のある者や長距離

・長時間通勤者並びに単身赴任者がワークライフバランス推進のために、週１

回から月１回程度実施していた。 

ワークライフバランス推進の観点から、「テレワークを月２回程度実施する

こと」を目安に取り組んでいる事務所があった。 

テレワークの課題については、テレワーク環境で使用できないシステムがあ

ることや持ち出しが認められていない紙文書を使用する業務が行えないこと、

自宅でテレワークをする場合に通信費用が個人の負担になる職員がいること、

自席ＰＣを持ち出す際には破損のリスクがあることや運搬時の負担のため忌

避感がある、といった意見があった。 

フレックスタイム制の実施については、ばらつきが見られるものの、監査を

行った事務所の実施率の平均値は約５２％と、半数を超える職員が制度を利用

していた。 

フレックスタイム制の課題として、勤務時間を割り振る際に所属内で業務を

勘案した調整が必要となるが、問題が生じたといった意見は特になかった。 

④ デジタル技術などを活用した業務の効率化等に関する取組 

会議や打合せ、入札・契約手続運営委員会等をオンラインで行うことによっ

て、効率的な運営やペーパーレスによる省資源化が図られていた。また、オン

ライン会議の実施により、会場への移動や準備設営にかかる時間やコストが大

幅に削減されたことに加え、自宅や外出先、移動中など場所を選ばず参加が可

能となるなど、ワークライフバランスの推進にも寄与していた。 

多くの事務所で各種集計作業に Microsoft Forms を活用し、業務の負担軽減

を図っていた。 

副所長が主導してＲＰＡに関する説明会を複数回実施し、ＲＰＡを活用した

業務の効率化・省力化に向けた取組を計画している事務所があった。 

⑤ 執務空間の改善に関する取組 

業務の効率化、円滑化を図るため、フロア内の二つの課のレイアウトを同時

に変更した事務所があった。 

オープンなワークスペースを確保した上で、管理職以外の全職員をフリーア

ドレスとし、更にはコミュニケーションを活性化させ、円滑に情報共有できる

よう、河川系と道路系職員を同一フロアに配置するなど、実状に応じたオフィ

ス環境を整備している事務所があった。 

⑥ 働き方改革の推進や人材育成に関する事務所長等へのヒアリング 

監査を実施した事務所において、事務所長等に対し働き方改革や人材育成の取

組に対する考え方、組織運営の要となる幹部・管理職員による適切なマネジメン

トに関する取組状況、課題等についてヒアリングを実施した。 

 

 

【所見】 

北陸地方整備局に勤務する全ての職員が働きやすいと感じる職場とするため
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に、デジタル技術を活用した取組を推進し、テレワークや、ビジネスソフト・ツ

ールを更に活用することで、業務の省力化、効率化や職場環境の整備を進め、ワ

ークライフバランスを更に推進していく必要がある。 

監査を実施した各事務所においては、省取組計画や国土交通省ＣＸを踏まえた

超過勤務の縮減のための取組や、休暇取得の促進のための取組及び業務プロセス

改善と働く場所と時間の柔軟化に向けた取組、デジタル技術などを活用した業務

の効率化等に関する取組、執務空間の改善に関する取組が行われていた。 

働き方改革の各種取組については、事務所ブロック勉強会の検討事項「働き方

改革の推進の検討」の実施概要や「本省定期監察報告書」、「組織変革推進コン

テスト」等で蓄積された北陸地方整備局内の各事務所や他機関の好事例を参考と

しつつ、事務所の業務実態や人員構成等を踏まえ、実施可能な取組を積極的に取

り入れていくことが求められる。そのうえで、業務の一層の効率化を図り、これ

まで以上に職場環境の改善に努めていく必要がある。 

フレックスタイム制やテレワークは、多様なワークスタイルやライフスタイル

を可能とし、混雑する時間帯での通勤回避など、肉体的、精神的な疲労軽減等の

効果が見込まれる。また、災害時や感染症の拡大時等においては業務継続を目的

としたテレワークも想定されることから、個々の業務に関してテレワークによる

業務継続の可否やテレワークを進めるうえでの課題を分析し、テレワークにより

完結できる業務の明確化、業務プロセスの構築を引き続き検討する必要がある。 

デジタル技術を更に活用して、業務の効率化、省力化をより一層推進し、職員

一人ひとりがやりがいを感じ、魅力的な職場にするためにも、より快適な勤務環

境の実現に向けた取組が必要である。 

近年、オンラインによる会議や打合せが広く定着し、業務の効率化を図るうえ

で不可欠な手段となっている。一方で、対面によるコミュニケーションの機会が

減ることで、職場内の人間関係が希薄化するおそれもあるため、オンラインと対

面それぞれの利点を踏まえ、どのように棲み分けを行っていくべきかが課題とな

る。 

いずれにせよ、省取組計画や今年度策定された国土交通省ＣＸを踏まえ、これ

までの取組を継続・発展させることで、働き方改革を一層加速させ、誰もが働き

やすく魅力的な職場環境を整備していく必要がある。 

 

（２）基本監査項目 

 

１）行政情報の適正な管理 

行政に対する国民の信頼を確保し、公正で民主的かつ円滑な行政運営を行うた

めには、情報公開による国民への説明責任を果たすとともに、保有する個人情報

の保護の観点からも、適正な行政文書の管理が必要である。 

このため、「国土交通省文書・情報管理月間」や「北陸地方整備局文書整理キ

ャンペーン」を実施し、行政文書の管理に対する職員の理解をより一層深めると

ともに、文書管理業務の適切な実施、効率的な業務の遂行及び情報公開への迅速
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な対応等に資するため、行政文書の管理状況を点検し、文書や個人情報の管理の

徹底を図る取組を行っているところである。 

本監査では、「公文書等の管理に関する法律」、「国土交通省行政文書管理規

則」（以下「文書管理規則」という。）、「地方整備局行政文書取扱規則（以下

「文書取扱規則」という。）及び「国土交通省行政文書ファイル保存要領」（以

下「文書ファイル保存要領」という。）並びに「国土交通省保有個人情報等管理

規程（以下「個人情報等管理規程」という。）等に基づき、行政文書の適正な管

理が実施されているか、また、文書・情報管理月間等を活用して、職員に対しど

のような周知・啓発の取組を行っているかを監査した。 

 

① 行政文書の管理 

ⅰ 受付・簿冊管理 

文書取扱規則及び北陸地方整備局行政文書取扱細則（読替規定）においては、

総務課（管理所にあっては「総務係」、出張所にあっては「出張所」）におい

て、主務課等の所掌に直接に関連する行政文書等を除き受付を行うものと定

め、また、書留簿を備え付けることを定めている。 

監査を実施した全ての事務所において、原則、総務課が行政文書を受け付け

るものであることを理解のうえ、到着した文書について直接主務課において受

付けるべき文書であるか速やかに確認を行っていた。また、書留郵便等につい

ては書留簿に必要事項を登録するなど、適正な処理が行われていた。 

ⅱ 文書の起案・審査・決裁 

文書の決裁又は承認の方法は、文書管理システムによる電子決裁又は紙方式

によるものとされているところ、業務の効率化に資することから電子決裁を政

府全体として推進してきたところである。 

電子決裁については、監査を実施した全ての事務所において実施されてお

り、広く職員に浸透していた。 

また、文書審査についても、監査を実施した全ての事務所において、概ね適

正に行われていた。 

ⅲ 標準文書保存期間基準 

文書管理規則において、文書管理者は標準文書保存期間基準を定め、これを

公表することとされており、北陸地方整備局行政文書ファイル保存要領細目に

おいては、文書管理規則別表第１及び別表第２を参酌するほか、同細目別紙「標

準類別表」を参考に標準文書保存期間基準を定め、随時（少なくとも年１回以

上）見直しを行うこととしている。 

監査を実施した全ての事務所において、標準文書保存期間基準は定められて

おり、また毎年度初頭に行われる文書管理システムの分類等一括登録確認時及

び文書・情報管理月間の取組として、確認・見直しが行われていた。また各事

務所のホームページ上において公表が行われており、適正に処理されていた。 

ⅳ 行政文書ファイル管理簿 

文書管理規則において、文書管理者は少なくとも毎年度一回、管理する行政
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文書ファイル等（保存期間が１年以上のものに限る。）の現況について、行政

文書ファイル管理簿に記載しなければならないこととしている。 

監査を実施した全ての事務所において、文書・情報管理月間の取組として、

未登録や行政文書ファイルと文書管理システム登録データの齟齬についての

確認が行われていたが、一部の事務所で行政文書ファイル管理簿の記載内容と

行政文書ファイル等の現物の現況に齟齬があり、確認漏れが見受けられた。こ

のため、行政文書ファイル管理簿の記載内容と行政文書ファイル等の現物の現

況を照合のうえ、行政文書ファイル管理簿への記載が必要な項目について、記

入漏れ、記載内容の誤り、保存場所の変更、保有していない行政文書ファイル

等の小分類としての登録（空登録）等の不適切な入力事項がないか等について、

点検及び確認を行い、必要に応じ修正又は追記等を行うよう指導した。 

なお、これについては監査実施後、改善に向けた取組がなされている。 

ⅴ ファイリング等及びファイル保存の実施状況 

ファイリング用具の表示項目は、文書ファイル保存要領において定められ、

また、文書管理システム上の背表紙を使用するよう努めるものとされている。 

監査を実施した事務所の全てにおいて、文書・情報管理月間等に背表紙の出

力方法を周知する等、文書管理システム上の背表紙の使用に努めており、必要

項目を適正に表示していた。 

また、同要領において、前年度中に完結した行政文書ファイル等のうち「保

存期間が５年以上の行政文書ファイル等」については、「継続的に利用する行

政文書ファイル等」を除き、書庫で保存することとし、個人的な執務の参考資

料は書庫に置いてはならないとされている。 

監査を実施した全ての事務所において、文書整理月間等で事務室及び書庫等

の整理整頓を周知し、事務所全体としての計画的・効率的な保存先の移動等が

行われていたが、一部の事務所で「保存期間が５年以上の行政文書ファイル等」

を事務室で保存しているものがあった。 

これについては、監査実施後、改善に向けた取組がなされている。 

なお、独自の取組として、行政文書の電子的管理に関する勉強会や電子決裁

システムにおける保存完了処理まで行われるための確認方法の資料を作成し

周知するなど、職員の理解を深める取組を行った事務所があった。 

ⅵ 文書の廃棄 

文書管理規則において、文書管理者は総括文書管理者の指示に従い、保存期

間が満了した行政文書ファイル等について、独立行政法人国立公文書館に移管

し又は廃棄しなければならないこととされている。 

内閣府から廃棄同意が得られている行政文書については、監査を実施した全

ての事務所において計画的に廃棄処理が行われていた。 

具体的な廃棄に際しては、ほとんどの事務所で、機密の保持等の観点から鍵

の掛かる物置や倉庫に一時的に保管するなどし、文書の処分は外部発注し、そ

の履行については、廃棄処理受注者の証明書や履行の写真、直接職員による確

認等が行われていた。   
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② 個人情報の保護 

個人情報等管理規程において、保護担当者（事務所長）は保有個人情報の重要

度に応じて、台帳等を整備することとされており、その様式等は「国土交通省保

有個人情報等管理規程第１５条の取扱いについて（通知）」（平成２８年３月２

３日付け国北整総第１０５号）により通知されているところであるが、監査を実

施した事務所の全てにおいて、台帳等が整備され、保有する個人情報の適切な管

理の徹底については、年間を通して幹部会やメールにより、適時職員へ周知され

ていた。 

③ 情報セキュリティ対策 

近年、行政機関に対する標的型メール等による情報漏洩、ランサムウェア等に

よる組織攻撃などその手口が巧妙化しており深刻な脅威となっている。 

北陸地方整備局では、このような情報セキュリティを取り巻く情勢の変化に対

応するため「北陸地方整備局情報セキュリティポリシー実施手順書」（令和５年

４月１日一部改正）、「港湾ＷＡＮ情報セキュリティポリシー実施手順書」（令

和７年３月１４日一部改正）（以下「実施手順書」という。）により情報セキュ

リティ対策を実施している。 

本監査では、実施手順書に基づき、行政情報の管理状況のほか、行政情報の格

付けの実施、要管理対策区域の概念に基づくクラス分け等の情報セキュリティ対

策が講じられているかを監査した。 

ⅰ 組織体制 

実施手順書では、情報セキュリティ対策に必要となる組織体制として、事務

所各課・出張所等に情報セキュリティ担当者及び連絡担当者、システムを所管

する課にシステム管理者及び管理要員を設置することを定めているが、監査を

実施した全ての事務所において設置されていた。 

また、実施手順書及び北陸地方整備局行政情報システム管理運営細則では、

課等連絡管理者が所属する部署に、北陸地方整備局情報セキュリティ対策委員

会支部を設置することになっているが、監査を実施した全ての事務所におい

て、課等連絡管理者がこの運用について理解し、設置されていた。 

ⅱ 要管理対策区域の概念に基づくクラス分けと対策 

実施手順書では、要管理対策区域の概念に基づくクラス分けと対策が定めら

れており、課等連絡管理者のクラス分け概念の理解、区域情報セキュリティ責

任者の設置、クラス毎に適正な対策がなされているかどうかについて確認を行

ったところ、監査を実施した全ての事務所において適正であった。 

クラス３に区分されるサーバ室の物理的セキュリティ対策については、監査

を実施した全ての事務所において、部外者の侵入等に対して施錠、立入り及び

退出の管理を退出簿等で適正に対応していた。 

また、要保護情報を取り扱う各行政ＰＣに対しては、要管理対策区域から許

可のない持ち出しを禁止しており、セキュリティワイヤによる固定等の盗難防

止対策を定めているが、監査を実施した全ての事務所において、セキュリティ

ワイヤによる固定、マスターキーの保管等が適正に行われていた。 
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ⅲ 情報の管理 

実施手順書では、要管理対策区域からの要保護情報の持ち出しや、要保護情

報の取扱いを目的として支給されたもの以外の情報システム（個人所有ＰＣ・

ＵＳＢメモリ等）の持ち込みを許可する場合は、許可要件の充足を確認するこ

とを定めているが、監査を実施した全ての事務所において、これに該当する事

例はなかった。 

また、実施手順書では、盗難・紛失、情報漏洩等から防止するための措置及

び管理を徹底することを定めているが、監査を実施した全ての事務所において、

ＵＳＢメモリは管理簿及び貸出簿により適正に管理されていた。 

ⅳ ソーシャルメディアサービスの利用状況 

実施手順書では、ソーシャルメディアサービスによる情報発信において、使

用しているアカウントが当省のものであることを明らかにすることや、アカウ

ント運用ポリシー（ソーシャルメディアポリシー）の策定が定められているが、

監査を実施した一部事務所において対策が取られていなかった。 

なお、これについては監査実施後、改善がなされている。 

ⅴ 独自システムの管理・運用状況 

独自システムを有している事務所において、機器構成、脆弱性対策、保守体制等

の管理・運用状況について監査したところ、一部の事務所において不適切な管

理がされているシステムが見受けられた。 

   なお、これについては監査実施後、改善がなされている。 

 

２）健康・安全管理 

国家公務員健康増進等基本計画では、国家公務員の健康増進等施策は、職員の

心身の健康の保持増進、安全管理、レクリエーション活動の実施等を通じて、職

員がその能力を十分に発揮し、安心・安定して公務に専念できる環境を確保する

ことにより、職員の勤務意欲の向上及び勤務能率の増進を図り、もって、国民に

対してより良質な行政サービスを提供することを目標としてこれを推進するこ

ととしている。 

これを踏まえ、北陸地方整備局としても各種取組を行っているところである

が、「国土交通省職員健康安全管理規則」に基づく健康（安全）管理体制の整備

状況、その他健康の保持増進への取組状況等について監査を実施した。 

① 健康管理 

健康管理体制については、健康管理者・健康管理担当者の指名状況を確認した

ところ、監査を実施した全ての事務所において、概ね適正に処理されていた。 

また、健康診断等の実施状況及び指導区分の通知についても、監査を実施した

全ての事務所において、概ね適正に処理されていた。 

健康の保持増進への取組について、監査を実施した全ての事務所において、定

期的に幹部会等を通じ健康の保持にかかる周知や意識啓発を行うほか、国家公務

員健康週間の時期においても、幹部会等による周知・啓発や各種の取組が行われ

ていた。 
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健康相談については、監査を実施した全ての事務所において、月に１～２回、

健康管理医により行われ、職員に対してメールや Teams、所内放送等での周知や

声がけ等を行っていた。 

なお、独自の取組としては、健康相談日のほか、健康管理医からのひと言や健

康に関する情報を掲載した広報誌を作成し、職員へ配付している事務所があった

ほか、健康週間行事として自治体が実施している出前講座に申し込み、講師を招

いて講演会等を開催している事務所があった。 

② 安全管理 

安全管理体制については、安全管理者・安全管理担当者の指名状況を確認した

ところ、監査を実施した全ての事務所において、概ね適正に処理されていた。 

国家公務員安全週間の時期においては、監査を実施した全ての事務所におい

て、幹部会等による周知・啓発や、職員の安全を確保するための各種の取組が行

われていた。 

なお、独自の取組として、安全週間以外にも安全運転講習会を開催している事

務所があったほか、ＡＥＤの使用方法に関する講習会の開催や職員の熱中症対策

として、独自のマニュアルを作成している事務所があった。 

 

３）防災・危機管理  

近年、全国各地で頻発する自然災害等に対応する国土交通省の役割は非常に重

要なものとなっており、責任やその期待も大きなものとなっている。 

そのため、防災体制等の充実を図る観点から、北陸地方整備局防災業務計画（以

下「本局防災業務計画」という。）に基づき、各種の防災対策が講じられている

かを監査した。 

① 災害時の連絡体制及び要員参集 

本局防災業務計画では、「事務所長等は、（中略）毎年防災業務計画に検討を

加え、必要があると認めるときは、これを修正する」、「事務所長等は、防災業

務計画を作成又は修正したときは、速やかにこれを本局に報告する」と規定され

ている。 

監査を実施した全ての事務所において、適宜、防災業務計画の見直し、又はそ

の検討がなされており、必要に応じて修正し、本局への報告が行われていた。体

制発令の基準や初動体制、防災に関する各種情報については、防災業務計画の修

正の有無にかかわらず、年度当初に所内調整会議等を通じての職員周知や、事務

所版防災手帳の作成、事務所災害対策室の立上げに必要な機器類の操作マニュア

ルの作成等、それぞれの事務所で工夫しながら防災体制の確立を図っていた。 

また、本局防災業務計画では、「大規模な災害に対しては、災害応急対策を総

合的、効果的に行うため関係行政機関等と連携を図る」と規定されている。 

監査を実施した全ての事務所において、関係行政機関等との連絡会議や検討

会、協議会等により相互の連絡体制を確立するとともに、定期的に合同防災訓練

を実施するほか、県や市町村等が主催する訓練にも可能な限り参加する等、機関

相互の連携強化に取り組んでいた。 
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② 災害対策用設備・機器・資機材等の整備及び点検 

本局防災業務計画では、通信手段等の整備において「災害情報の収集・連絡、

提供に資する観測・監視機器、通信施設、情報提供装置等の整備を推進するため、

（中略）定期的な点検の実施等により、災害時において円滑かつ有効に活用でき

る体制を確立しておくものとする」「非常用電源設備を整備するとともに、その

保守点検の実施、的確な操作の徹底（後略）」が規定されている。 

監査を実施した全ての事務所において、災害対応等に必要となる通信機器や設

備、各種システムの定期的な保守点検や非常用電源設備の稼働確認が行われてい

た。 

また、本局防災業務計画では、「応急復旧用資機材の備蓄を推進するとともに、

資機材のデータベース化等による資機材の備蓄をもつ事務所等の有機的な連携

や備蓄基地の整備を推進するなど備蓄基地のネットワーク化を図るものとする」

と規定されており、応急復旧用資機材の備蓄・管理状況について監査を実施した。 

監査を実施した全ての事務所において、それぞれの事務所の所掌に応じた諸資

機材の必要数が整備され、定期的な点検及び補充等が行われていた。  

③ 食料等の備蓄及び管理 

本局防災業務計画では、「災害対策本部等の運営に必要な食料、水、燃料等の

備蓄は、原則として最低３日分を確保するよう努める」「災害による停電等に対

応するため、（中略）原則として３日間以上にわたる電源を確保する」と規定さ

れている。 

監査を実施した全ての事務所において、食料、水、燃料等の定期的な点検及び

補充等が適正に行われており、必要数量が備蓄されていた。また、食料及び水に

ついては、消費期限を把握しやすいよう保管方法が工夫されていた。 

④ 近年発生した大規模災害対応（令和６年能登半島地震等）を踏まえた取組 

本局防災業務計画では、「ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥが迅速に活動できるよう、事前

に人員の派遣及び資機材の提供を行う体制を整備する」と記載されている。 

監査を実施した全ての事務所において、令和６年能登半島地震等に派遣された

隊員の意見を踏まえた装備品の準備等を実施していた。また、休日等に災害が発

生した場合の初動体制の見直しや、首都直下地震及び南海トラフ地震に対する派

遣候補者の設定等、それぞれの事務所でＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの迅速な活動に資す

る取組が行われていた。 

⑤ 機械設備の点検整備業務災害時等に確実な稼働が求められる機械設備につい

て、設備状況の把握、点検整備業務の契約及び実施状況、故障及び地震発生時の

緊急体制、操作委託契約について監査したところ、適正に処理がなされていた。 

 

４）用地取得・補償 

① 用地取得事務の不正防止対策 

用地取得事務の不正防止対策について、「用地取得の不正防止対策について」

（平成１３年１月２９日付け国北整一用第１４号）「用地取得の不正防止対策の

ための多段階チェックマニュアルについて」（平成１６年１０月１３日付け国北
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整一用第６３号）及び関係通知に基づく実施状況を監査したところ、適正に処理

がなされていた。 

② 適正な補償金算定について 

適正な補償金算定について、「地方整備局用地事務取扱規則」（平成１３年１

月６日付け国土交通省訓令第８６号）「北陸地方整備局用地事務取扱細則」（平

成１３年３月２９日付け北陸地方整備局訓令第１８号）及び関係通知に基づく実

施状況を監査したところ、適正に処理がなされていた。 

また、独自の取組として、若手用地職員に対し、定期的に補償基準に係る勉強

会を実施している事務所があった。 

③ 用地取得業務における個人番号関係事務の実施に関する取扱い 

個人番号関係事務の実施に関する取組状況について、「用地取得業務における

個人番号関係事務の実施に関する取扱いについて」（平成２８年１月７日付け事

務連絡）及び関係通知に基づく実施状況を監査したところ、適正に処理がなされ

ていた。 

 

５）入札・契約 

談合情報等の対応状況、発注事務に関する情報の適切な管理、適切な事業執行

の確保、入札関係不祥事の再発防止対策の徹底、情報の公表及び設計変更に伴う

契約変更の取扱いの運用について監査した。 

① 入札談合防止対策 

「談合情報対応マニュアル」及び「談合疑義事実処理マニュアル」の運用につ

いては、監査を実施した全ての事務所において、事務処理手続に基づき、概ね適

正に運用していた。 

② 発注者綱紀保持 

北陸地方整備局発注者綱紀保持規程等において、情報管理総括責任者である事

務所長は、工事等の発注事務に関する情報の適切な取扱を確保するため、情報の

種類ごとに情報管理責任者及び当該情報を業務上取り扱う者を指定し、情報管理

責任者及び業務上取り扱う者へ通知することになっているところ、監査を実施し

た全ての事務所において、概ね適正に実施されていた。 

北陸地方整備局発注者綱紀保持規程第３条の３第３項に規定する「情報管理責

任者が行う点検及び報告について」（平成２６年８月２１日付け事務連絡）にて、

情報管理責任者は、発注事務に関する情報の管理状況について、定期的（少なく

とも毎年度一回）に点検し、その結果を情報管理総括責任者に報告することにな

っているところ、監査を実施した全ての事務所において、概ね適正に実施されて

いた。「適切な事業執行の確保について」（平成１５年４月１日付け国北整契第

１号、国北整技管第２号（令和３年３月１５日一部改正））の実施状況について

は、監査を実施した全ての事務所において、概ね適正に実施されていた。 

「入札関係不祥事の再発防止対策の徹底について」（平成２９年４月１８日付

け事務連絡）、（平成２９年１２月７日付け事務連絡）の実施状況については、

監査を実施した全ての事務所において、概ね適正に実施されていたが、一部の事
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務所で技術提案書の取扱いについて、主任監督員は、技術提案書の内容が受注者

から提出された施工計画書に反映されていることを確認した後、確実に裁断すべ

きところ、速やかな裁断等が行われていなかった。また、送付・受領簿に履歴等

が一部記載されていなかった。 

なお、これについては監査実施後、改善に向けた取組がなされている。 

「随意契約に関する事務の取扱い等についての一部改正について」（平成１８ 

年４月１２日付け国北整契第２号）及び「公共調達の適正化について」（平成１

８年９月２７日国北整契第１１８号）の実施状況については、監査を実施した全

ての事務所において、概ね適正に実施されていた。 

 

６） 積算・監督等 

① 積算・監督等（工事関係、業務関係）に係る事務処理 

施工にかかる工事の一時中止については、「工事の一時中止に係るガイドライ

ン（案）」（令和４年４月一部改訂）等に基づき、工事の一時中止・再開の通知、

基本計画書の作成の実施状況を監査したところ、監査を実施した全ての事務所に

おいて、概ね適正に処理されていた。 

「大幅な契約変更に係る本局審査について」(令和６年１２月２４日付け事務 

連絡）、「港湾工事における契約変更事務ガイドライン」（平成２８年４月１日

付け国北整経調 第２８号、国北整港空整補 第１１号（令和７年４月７日一部改

正））等に基づき設計変更に伴う契約変更の取扱いの運用について監査したとこ

ろ、監査を実施した全ての事務所において、概ね適正に処理されていた。 

②  電子成果品の取扱い 

完成した工事、設計業務等については、「オンライン電子納品（土木工事）の

運用開始について」（令和３年１２月３日付け事務連絡）及び「工事及び業務に

おける電子成果品（副）の提出について（依頼）」（令和７年７月３１日）等に

基づき電子成果品（副）の提出状況を確認したところ、監査を実施した全ての事

務所において、概ね適正に処理されていた。 

 

７） 工事及び業務の品質確保及び適正な施工 

① 品質確保のための監督体制等 

「直轄土木工事における適正な工期設定指針」の一部改定について」（令和７

年３月２７日付け国北整技管第２０３号）等に基づく工事工期の設定について監

査したところ、監査を実施した全ての事務所において、適正に実施されていた。 

② 公共工事の品質確保の促進に関する法律（品確法）に係る取組 

「「良くわかる工事円滑化推進会議」について」（平成２７年１２月２８日付

け事務連絡）、「土木工事における設計者、施工者及び発注者間の情報共有等に

ついて」（平成２７年１０月８日付け国北整港空整補第１７号、国北整経調第２

２７号）等に基づく工事の円滑化推進会議の活用状況を監査したところ、監査を

実施した全ての事務所において、概ね適正に活用されていた。 

③ 工事書類スリム化等に関する取組 
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「『工事書類スリム化ガイド～現場技術者の負担軽減のために～』の策定につ

いて」（令和６年２月２７日付け事務連絡）の活用状況を監査したところ、監査

を実施した全ての事務所において、概ね適正に活用されていた。 

 


